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今日お話すること

情報通信に関するキーワード

９０年代のＩＴ政策

日米比較：似て非なる「民間主導」のキャッ
チフレーズ（新社会資本整備論との関係）

これからのＩＴ政策

アングロサクソン（英米）型の社会経済シ
ステムを目指すのか
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キーワード(1)ネットワーク
分散、自律、関係づけ、ダイナミック、複雑性

ルール

ヒエラルキー
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キーワード（２）デジタル

デジタル＝「情報」を媒体としての「物」の制約か
ら切り離す。その情報は、限界生産コストがゼロ、
利用することによる価値減耗がない。

デジタル化（＋ネットワーク化）によってもたらさら
れる特徴（経済活動との関係で）

情報共有の範囲の拡大

生産者と消費者の間の情報の流れの変化（サプ
ライ・チェーン・マネジメントなど））
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キーワード（３）モジュール

製品にも組織にもモジュール化（アンバン
ドリング化）が進行

インターフェ
イスの標準
化一体型構造

モジュール化
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９０年代のＩＴ政策：問題意識

日米ともに、「民間主導」の理念を提唱

しかし、９０年代末には、情報通信には日
米格差が生じた。

なぜ、同じ理念を掲げながら、両者には差
が生じたのか。
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90年代末の日米の格差（１）

出典：2000年産業構造審議会資料
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９０年代末の日米の格差（２）

出典：平成１１年通信白書
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９０年代末の日米の格差（３）

出典：平成１１年通信白書
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米国NII構想とは

ＮＩＩ（ National Information Infrastructure)
＝情報スーパー・ハイウェイ

－クリントン政権発足の１９９３年に具体的行
動計画として発表

－本構想以降、米国の情報通信インフラ整
備の取組が本格化
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米国ＮＩＩ構想の原則

５つの原則（民間主導、競争の促進・維持、ネット
ワークへの自由なアクセスの保持、「持てる者」と
「持たざる者」の区別を作らず、柔軟な対応」

民間主導の意味

「私たちの目標は、将来の市場の形を決めることで
はなく、市場を形成する上での原理原則を定め
ること。情報産業における開かれた市場の形成
に向けて、多難な転換期を統制するルールを定
めるもの」（９３年１２月ゴア副大統領演説）
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日本のＩＴ政策（９５年基本方針）

「高度情報通信社会に向けた基本方針」（高度情報
通信社会推進本部、１９９５年）

「民間主導」の原則は盛り込む

「高度情報通信社会の構築は、‥基本的には民
間主導で進めるべきもの‥」
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90年代ＩＴ政策「民間主導」の意図
しかし、その意図は、米国ＮＩＩとは別物。

「‥経済効率を追求していくことが望まれる。」

「政府としては、‥「公共投資基本計画」においても‥
「民間主体による通信に関連した社会資本の高度化
を促進する‥」としたところであり、これを踏まえ、‥
推進する」。（以上、「９５年基本方針から抜粋）

→国の（建設）計画として行われた情報通信基盤整備

→民間主導の意味は、（自律性よりも）効率性（＝国の
財政負担軽減）
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公共投資となった一つの背景

日米構造問題協議（９０年）の結果生まれ
た当初の「公共投資基本計画」（日本の貿
易黒字減少狙い）Y-(C+I+G)=X-M
経済対策としての「新社会資本整備」。そ
れを踏まえて改訂された９４年「公共投資
基本計画」（この改訂で、情報通信に言及）

財政法４条（建設公債発行原則）の制約下
での議論
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日本のIT政策（９８年基本方針）
「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」（高度情報通
信社会推進本部、９８年）

＝電子商取引を対象に加えることで変化

「政府の役割は民間活力を引き出す環境整備が基本」

「法制度面での環境整備について、不必要な規制や制限
を課し、これら（ビジネスや社会生活のあり方）の多様な
可能性の実現の芽を摘むことがないように特に留意をし
なければならない」

＝＞「民間主導」の意味の変化（民間の自律性の
重視、政府の役割はルール整備）　
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e-Japan重点計画-2002(1)
「官民の役割分担については、‥民間が主導的
役割を担う‥。‥民間が意欲を持ってＩＴ革命を
推進していくことが重要‥。政府は、‥民間の活
力が十分発揮されるための環境整備」

「一方、政府は、電子政府の実現、政府部門の
情報セキュリティ、デジタル・ディバイドの是正や
基盤技術の研究開発といった民間主導では実現
し得ない部分について。‥積極的に対応していく
ことが必要」
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e-Japan重点計画-2002(2)
目指すべき高度情報通信ネットワーク社会の姿

「すべての国民がＩＴのメリットを享受できる社会」

「経済構造改革の推進と産業の国際競争力の強
化が実現された社会」

「ゆとりと豊かさを実感できる国民生活と、個性で
豊かで活力に満ちた地域社会が実現された社会」

「地球規模での高度情報通信ネットワーク社会
の実現に向けた国際貢献が行われる社会」
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これからのＩＴ経済政策（ルール整備）：
英米型社会経済システムを目指すのか

出典：産業構造審議会情報経済部会資料（２００２年３月）
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社会経済システムとサブシステム

社会経済システムは、それを構成する雇用関係、
金融関係、企業ガバナンス等の個々のサブシス
テムの制約を受けて進化。
８０年代に成功した日本のシステムは、長期常用
雇用、メインバンクシステム、長期継続的取引関
係によって支えられたが、雇用関係、企業間関
係、資本市場、司法制度などのサブシステムが
影響。
社会経済システムの改革には、これらのサブシ
ステムを総体として捉え、それぞれのサブシステ
ムの整合性を維持しながら変えることが必要。
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二つの社会経済システムの比較
イメージ

Ａ型社会経済システム Ｒ型社会経済システム

サブシステム

サブシステム
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課題

アングロサクソン型の社会経済システムを
目指す：一つの方途（参考データ参照）

→ただし、すべてのサブシステムを整合的に
変えることが必要。さもなければ、不均衡
状態に。

日本の強みをどのように活かすか

例：日本の産業の強み：現場レベルの緊密
なネットワーク
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参考：ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ普及率国際比較

３６．４％１５．０％ドイツ

２６．３％１２．９％フランス

４４．０％２１．４％日本

５５．３％２３．７％英国

５８．１％２４．０％オランダ

５９．８％３９．４％米国

２００２年３月２０００年２月

相
対
的
に
低
い

出典：平成１４年、１２年版情報通信白書
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参考：情報通信機器市場成長の国
際比較

出典：OECD 
ICT Outlook 
2002
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参考：社会主義から資本主義へ
の移行の比較（実質経済成長率%）
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参考サイトほか
－高度情報通信社会推進本部 [1995], 「高度情報通信社会に向けた基本方針」高度情報通信社会推
進本部, http://www.kantei.go.jp/jp/it/990422ho-7.html.

－高度情報通信社会推進本部 [1998], 「高度情報通信社会推進に向けた基本方針」高度情報通信社
会推進本部, http://www.kantei.go.jp/jp/it/981110kihon.html.

－政府ＩＴ戦略本部：http://www.kantei.go.jp/jp/singi/it2/index.html

－産業構造審議会情報経済部会第一次提言（２０００年８月１７日発表）
http://www.miti.go.jp/feedback-j/i00818aj.html.

－同部会第三次提言（２００２年３月発表）, http://www.meti.go.jp/report/data/g20308ij.htm

－産業構造審議会新成長政策部会中間報告（２００１年３月発表）, 「創造的産業組織の構築」
（http://www.meti.go.jp/report/committee/index.html）.

－総務省『情報通信白書』，http://www.johotsusintokei.soumu.go.jp/whitepaper/ja/cover/index.htm

－The National Information Infrastructure: Agenda for Action , http://www.ibiblio.org/nii/NII-Table-
of-Contents.html
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